大飯原子力発電所の安全確保に関する申し入れ
　大阪府、大阪市においては、本年４月24日に、３条委員会の規制庁の設立や、新たな安全基準の策定、使用済み核燃料の最終処理体制の確立など、８項目にわたる「原子力発電の安全性に関する提案」を国に提出し、万全の措置を講じるように求めました。しかし、政府においては、需給ひっ迫による日常生活や経済活動への影響に配慮し、暫定的な安全判断であることを前提に限定的なものとして大飯原子力発電所の再稼動の判断をされました。
　厳しい電力需給状況を乗り切るために設定した節電期間は終了しましたが、府民･市民の今夏の節電努力により、計画停電等の最悪の事態に至らなかっただけでなく、10％の節電目標を上回る成果を得ることができ、現時点では電力需給が安定している状況です。
一方、このたび設置された原子力規制委員会は、いわゆる３条委員会として内閣からの独立性が極めて高いものであり、委員長及び委員は「原子力規制委員会設置法」のもと、国民の安全の確保という観点のみによって独立してその職権を行使することが求められています。10月３日に開催された同規制委員会でも科学的、技術的見地から安全基準を満たしているかを確認する立場との共通見解が了承されています。
よって、原子力規制委員会は、委員会で安全性が確認されていない大飯原発について、稼動停止を一旦政府に求め、ただちに新たな安全基準を策定の上、安全性の確認を早急に実施されるよう申し入れます。
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